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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行社債（短期社債を除く。）】

銘柄 あかつきフィナンシャルグループ株式会社第３回無担保社債

（以下、上記の銘柄を「本社債」という。）

記名・無記名の別 記名式（社債原簿に記載。）

券面総額又は振替社債

の総額（円）

金2,000,000,000円

各社債の金額（円） 金1,000,000円

発行価額の総額（円） 金2,000,000,000円（有価証券届出書提出日現在の見込額である。）

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円

利率（％） 年1.85％

利払日 毎年２月28日及び８月29日

利息支払の方法 １．利息支払の方法及び期限

 (1）本社債の利息は、払込期日の翌日から償還日までこれをつけ、平成26年２月28日を第

１回の利払日としてその日までの分を支払い、その後は利払日毎に前利払日の翌日

からその利払日までの分を支払う。利息計算については、１年を365日として日割り

をもってこれを計算し、円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。

 (2）利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り

上げる。

 (3）償還期日後は利息をつけない。

 ２．利息の支払場所

 別記「（注）13．元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 平成26年８月29日

償還の方法 １．償還金額

 各社債の金額100円につき金100円

 ２．償還の方法及び期限

 (1）本社債の元金は、平成26年８月29日にその総額を償還する。

 (2）償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。

 (3）本社債の買入消却については、払込期日の翌日以降いつでもこれを行うことができ

る。

 ３．償還金支払事務取扱者（償還金支払場所）

 別記「（注）13．元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金（円） 各社債の金額100円につき金100円として、払込期日に払込金に振替充当する。申込証拠金に

は利息をつけない。

申込期間 平成25年８月11日から平成25年８月27日まで。

申込取扱場所 別記「（注）15．本社債の取扱は、以下の取扱会社が行う。」に記載した取扱会社の本店及

び国内各支店

払込期日 平成25年８月30日

振替機関 該当事項なし

担保 本社債には担保及び保証は付されておらず、また、本社債のために特に留保されている資産

はない。

財務上の特約（担保提

供制限）

該当事項なし（したがって、本社債は他のすべての債権に対して劣後することがある。）
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財務上の特約（その他

の条項）

１．当社は、期末又は第２四半期末の当社の連結純資産額を、前年同期末の連結純資産額の

50％以上かつ25億円以上に維持しなければならない。

 ２．当社は、当社の子会社たるあかつき証券株式会社（以下「あかつき証券」という。）

の、金融商品取引法に基づき算出した自己資本規制比率を200％以上に維持しなければ

ならない。

　（注）１．社債券の不発行

本社債は、社債券を発行しない。

２．当社からの依頼により、信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供

され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付はない。

３．財務代理人及び社債原簿管理人

(1）本社債の財務代理人は、あかつき証券及び大熊本証券株式会社とする。

(2）本社債の社債原簿管理人は、ファースト信託株式会社とする。

(3）財務代理人及び社債原簿管理人は、本社債の社債権者に対していかなる義務も責任も負わず、また本社債の社債

権者との間にいかなる代理関係又は信託関係も有しない。

４．期限の利益喪失に関する特約

以下の事由が発生した場合、当社は、本社債権者の請求により、本社債について期限の利益を喪失する。

(1）別記「財務上の特約（その他の条項）」欄の規定に違背したとき

(2）当社又はあかつき証券が、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立を

し、又は取締役会において解散（新設合併又は吸収合併の場合で、本新株予約権付社債に関する義務が新会社又

は存続会社へ承継され、本社債権者の利益を害さないと認められる場合を除く。）の決議を行ったとき。

(3）当社又はあかつき証券が、破産手続開始決定、民事再生手続開始決定若しくは会社更生手続開始決定又は特別清

算開始の命令を受けたとき。

(4）当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をすることができないと

き。

(5）当社若しくはあかつき証券が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、又は当社以外の社債若

しくはその他の借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履

行をすることができないとき。

(6）当社若しくはあかつき証券がその事業経営に不可欠な資産に対し強制執行、仮差押若しくは仮処分の執行若しく

は競売（公売を含む）の申立てを受け、若しくは滞納処分としての差押を受ける等当社の信用を著しく毀損する

事実が生じ、又は当社が監督官庁より営業停止あるいは営業免許、営業登録その他事業に不可欠な許認可の取消

の処分を受け、かつ本社債権者が権利保全上、本社債の存続を不適当であると認めたとき。

５．社債管理者に対する定期報告

(1）当社は、随時社債管理者にその事業の概況を報告し、また、毎事業年度の決算、剰余金の配当（会社法第454条第５

項に定める中間配当を含む。）については書面をもって社債管理者にこれを通知する。当社が、会社法第441条第

１項に定められた一定の日において臨時決算を行った場合も同様とする。

(2）当社は、金融商品取引法に基づき作成する有価証券報告書及びその添付書類の写しを当該事業年度終了後３か月

以内に、四半期報告書の写しを当該各期間経過後45日以内に社債管理者に提出する。金融商品取引法第24条の４

の２に定める確認書及び金融商品取引法第24条の４の４に定める内部統制報告書についても有価証券報告書の

取扱いに準ずる。また、当社が臨時報告書又は訂正報告書を財務局長等に提出した場合には遅滞なくこれを社債

管理者に提出する。

(3）当社は、前号に定める報告書及び確認書について、金融商品取引法第27条の30の３に基づく電子開示手続を行う

場合には、電子開示手続を行った旨を社債管理者へ通知することにより、前１号及び前号に規定する書面の提出

を省略することができる。

６．社債管理者に対する通知

(1）当社は、本社債発行後、社債原簿に記載すべき事由が生じたとき又は変更が生じたときは、遅滞なく社債原簿にそ

の旨の記載を行い、書面によりこれを社債管理者に通知する。
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(2）当社は、次の各場合には、あらかじめ書面により社債管理者に通知する。

①　事業経営に不可欠な資産を譲渡又は貸与しようとするとき。

②　事業の全部若しくは重要な事業の一部を休止若しくは廃止しようとするとき。

③　資本金又は準備金の額の減少、組織変更、合併、会社分割、株式交換又は株式移転（いずれも会社法において定義

され、又は定められているものをいう。）をしようとするとき。

(3）当社は、本社債発行後、他の国内債務のために担保提供を行う場合には、遅滞なく書面によりその旨並びにその債

務額及び担保物その他必要な事項を社債管理者に通知する。

７．社債管理者の請求による報告及び調査権限

(1）社債管理者は、社債管理委託契約の定めに従い社債管理者の権限を行使し、又は義務を履行するために必要であ

ると認めたときは、当社並びに当社の連結子会社及び持分法適用会社の事業、経理、帳簿書類等に関する報告書の

提出を請求し、又は自らこれにつき調査することができる。

(2）前号の場合で、社債管理者が当社の連結子会社及び持分法適用会社の調査を行うときは、当社は、これに協力す

る。

８．債権者の異議手続における社債管理者の権限

会社法第740条第２項本文の定めは、本社債には適用されず、社債管理者は、会社法第740条第１項に掲げる債権者の

異議手続において、社債権者集会の決議によらず社債権者のために異議を述べることはしない。

９．社債管理者の裁判上の権利行使

社債管理者は、社債権者集会の決議によらなければ、本社債の全部についてする訴訟行為又は破産手続、再生手続、

更正手続若しくは特別清算に関する手続に属する行為をしない。

10．社債管理者の辞任

(1）社債管理者は、次の各場合その他の正当な事由がある場合には、社債管理者の事務を承継するものを定めて辞任

することができる。

①　社債管理者と本社債の社債権者との間で利益が相反する又は利益が相反する恐れがある場合

②　社債管理者が、社債管理者としての業務の全部又は重要な業務の一部を休止又は廃止しようとする場合

(2）前号の場合には、当社並びに社債権者及び社債管理者の事務を承継する者は、遅滞なくかかる変更によって必要

となる行為をしなければならない。

11．社債権者に通知する場合の公告

本社債に関し社債権者に対して公告を行う場合は、法令又は社債管理委託契約に別段の定めがあるときを除き、当

社の定款所定の電子公告（ただし、電子公告の方法によることができない事故その他やむを得ない事由が生じた場

合は、当社の定款所定の新聞紙。）によりこれを行う。

12．社債権者集会

(1）本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）社債（以下「本種類の社債」と総称する。）

の社債権者集会は、当社又は社債管理者がこれを招集するものとし、社債管理者集会の日の３週間前までに社債

権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を前項に定める方法により公告する。

(2）本種類の社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(3）本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しない。）の

10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載

した書面を当社又は社債管理者に提出して、本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができる。

13．元利金の支払

本社債にかかる元利金は、社債権者が取扱会社との間で締結する保護預り約款の規定に基づき、取扱会社を通じて

支払う。

14．譲渡制限

本社債権者は、当社取締役会の決議による当社の事前承認がない限り、本社債を第三者に譲渡することができない。
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15．本社債の取扱は、以下の取扱会社が行う。

取扱会社の名称 住所
取扱予定金額
（円）

取扱の条件

あかつき証券株式会社
東京都中央区日本橋小舟町
８番１号

2,000,000,000

１．取扱会社は本社債の発行総額2,000百

万円を限度として取扱契約を締結す

る。

２．本社債の取扱手数料は各社債の金額

100円につき金２円50銭とする。
大熊本証券株式会社

熊本県熊本市中央区下通一
丁目７番19号

計 － 2,000,000,000 －

なお、本社債の取扱会社であるあかつき証券株式会社は、当社の連結子会社等に該当いたします。

 

２【社債の引受け及び社債管理の委託】

（１）【社債の引受け】

　該当事項はありません。

 

（２）【社債管理の委託】

社債管理者の名称 住所 委託の条件

ファースト信託株式会社 大阪市中央区瓦町二丁目４番７号

１．社債管理者は、本社債の管理を受託する。

２．本社債の管理手数料については、社債管理

者に、期中において年間各社債の金額100円

につき金20銭を支払うこととしている。

 

３【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

2,000,000,000 56,250,000 1,943,750,000

　（注）１．上記金額は、有価証券届出書提出日現在の見込額であります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．発行諸費用の概算額は、書類作成費用、弁護士費用、登記費用等を見込んでおります。

 

（２）【手取金の使途】

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期

当社グループ関連事業強化のための投融資 1,943平成25年９月～平成26年８月

当社グループ関連事業強化のための投融資

　当社は、平成24年８月14日付プレスリリース「当社グループの中長期ビジョン『当社グループの将来の方向性』

に関するお知らせ」に記載のとおり、現状の収益の中心である証券事業の対面営業の強化に加え、法人サービスや

アセットマネジメントサービス等の顧客チャネルの多様化を行うことで、連結子会社や関係会社を合わせた当社グ

ループ全体としての、経営基盤（預り資産及び運用資産）の拡大を目指しております。

　連結子会社であるあかつき証券におきましては、法人関連サービスにつきまして、中堅法人を主な対象顧客に、エ

クイティファイナンス関連、ＴＯＢ関連など投資銀行業務の強化を図っております。

　同社においては、投資銀行業務及びその周辺業務に関連してブリッジファイナンスや株式担保による貸付などの

資金ニーズに対応する投融資の機会が発生しております。

　また、連結子会社のドリームバイザー・ホールディングス株式会社（以下「ＤＶＨ社」といいます。）は、平成25

年３月28日付にて富裕層や機関投資家向けのアセットマネジメントサービスを行うウェルス・マネジメント株式

会社（以下「ＷＭ社」といいます。）と株式交換契約を締結し、ＤＶＨ社によるＷＭ社の完全子会社化の実施を決

議し、アセットマネジメント事業への進出を果たしております。（当該株式交換の効力は平成25年７月１日に発生

しております。）

　ＷＭ社においては、不動産ファンドの組成・運用を行うに際して、不動産からのキャッシュフローをベースにした

資金ニーズに対応する投融資の機会が発生しております。
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　当社はこれらを収益機会としてとらえ、今般、本社債を発行することにより、資金の流動性を確保し、これらの資金

ニーズに迅速に対応する体制を整えることによって、当社グループ全体の収益の拡大に繋げていきたいと考えてお

ります。

　今般、上記差引手取概算額1,943百万円は、各事業の資金需要の発生に合わせて、当社グループの子会社各社に資金

供給又は当社より直接投融資に充当する予定であります。

　なお、当社は、当社グループ関連事業強化のための投融資費用として本社債を含め総額5,000百万円を、社債の発行

により調達する予定であり、既にあかつきフィナンシャルグループ株式会社第１回無担保社債を発行（募集金額

500百万円につき全額発行）し、また、平成25年７月17日から平成25年７月26日の期間で同第２回無担保社債（募集

総額1,000百万円）の募集を行っております。

 

第２【売出要項】
 

　該当事項はありません。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

　該当事項はありません。
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第４【その他の記載事項】
 

　特に社債発行届出目論見書に記載しようとしている事項は次のとおりであります。

 

・表紙に当社のロゴマーク を記載いたします。

 

・表紙に本社債の愛称「Ａ・bond（あかつき債）」のロゴマーク を記載いたします。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

第１【公開買付けの概要】
 

　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
 

　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
 

　該当事項はありません。

 

第三部【追完情報】
 

１．事業等のリスク

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第63期事業年度）に記載された「事業等のリスク」について、当該有

価証券報告書の提出日以後、本有価証券届出書提出日までの間に生じた変更はありません。

　また、当該有価証券報告書に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日現在において変更の必要はない

と判断しております。

 

２．臨時報告書の提出

　「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第63期）の提出日以後、本有価証券届出書提出日までの間において、以下

の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

 

（平成25年６月28日提出の臨時報告書）

１　提出理由

　平成25年６月27日開催の当社第63回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の

５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、臨時報告書を提出するもの

であります。

 

２　報告内容

(1）当該株主総会が開催された年月日

平成25年６月27日

 

(2）当該決議事項の内容

第１号議案　資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の件

 

第２号議案　取締役６名選任の件

取締役として、島根秀明、星野英俊、川中雅浩、工藤英人、小林祐介及びドミニク・ヘンダーソンを選任

する。

 

第３号議案　監査役３名選任の件

監査役として、小西克憲、田名網一嘉及び長田徳夫を選任する。
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(3）当該決議事項に関する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個）
決議の結果

賛成比率 可否

第１号議案 30,877 122 － 97.09％ 可決

第２号議案      

島根　秀明 30,754 245 － 96.70％ 可決

星野　秀俊 30,755 244 － 96.71％ 可決

川中　雅浩 30,790 209 － 96.82％ 可決

工藤　英人 30,755 244 － 96.71％ 可決

小林　祐介 30,755 244 － 96.71％ 可決

ドミニク・ヘンダーソン 30,755 244 － 96.71％ 可決

第３号議案      

小西　克憲 30,861 138 － 97.04％ 可決

田名網　一嘉 30,618 381 － 96.28％ 可決

長田　徳夫 30,836 163 － 96.96％ 可決

　（注）１．第１号議案、第２号議案及び第３号議案は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主の出席及び出席した当該株主の議決権の過半数の賛成であります。

２．賛成の割合の計算方法は次のとおりであります。

本株主総会に出席した株主の議決権の数（本総会前日までの事前行使分（意思表示を無効とした事前行使分を含

む）及び当日出席の全ての株主分）に対する、事前行使分及び当日出席の株主のうち、各議案の賛否に関して賛成

が確認できた議決権の数の割合であります。

３．賛成比率は、小数点以下第３位を四捨五入して記載しております。

 

(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の集計に

より各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法に則って決議が成立したため、本株主総会当日出席の株主

のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない一部の議決権数は加算しておりません。

 

EDINET提出書類

あかつきフィナンシャルグループ株式会社(E03733)

有価証券届出書（組込方式）

 9/14



第四部【組込情報】
 

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 有価証券報告書
事業年度
（第63期）

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

平成25年６月27日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して提出した

データを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）Ａ４－１

に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
 

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
 

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成25年６月26日

あかつきフィナンシャルグループ株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小澤　裕治　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　雅人　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るあかつきフィナンシャルグループ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、あかつ

きフィナンシャルグループ株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、あかつきフィナンシャルグルー

プ株式会社の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、あかつきフィナンシャルグループ株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　
　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成25年６月26日

あかつきフィナンシャルグループ株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小澤　裕治　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　雅人　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るあかつきフィナンシャルグループ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第63期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、あかつき

フィナンシャルグループ株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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